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① ｢バーチャル ･カ｣｣と ｢LCAカー｣
② ｢バーチャル ･カー｣ と中越集積の戦略性























































｢バーチャル ･カー｣(注 2)である｡何故 ｢バーチャル ･カー｣なのか｡｢ネットワーク
･マニュファクチュアリング｣下の自動車産業においては､情報ネットワークシステムに




をインテグレー トすれば､自動車生産においても ｢バーチャル ･カー｣が成立し得ること
になる｡つまり､情報ネットワークシステム上で行われるパーツ･サプライヤーの協業に












ル ･カー｣は ｢バーチャル ･マニュファクチュアリング｣にも結びつくという訳である｡
｢バーチャル ･カー｣の第一の意義はこの点にあるということを強調しておかなければな
らない｡




































を考慮すれば､｢バーチャル ･カー｣構想はさらに ｢北東アジア 『バーチャル ･カー』構
想｣-と発展することになる｡
中越集積が以上の戦略性を活かすためには､まず中越金型産業において既定展開され始







ー｣構想及び ｢北東アジア 『バーチャル ･カー』構想｣を推進していくためのコーディネ
ー ト企業さらにはコーディネーターの出現が望まれる｡
最後に北東アジア企業連携モデル論に関してはどうか｡前述したように､｢バーチャル










































































概念規定の問題に関連して､さらに ｢バーチャル ｣論が ｢循環型社会｣形成に
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も深く関わっているということも指摘しておかなければならない｡と云うのは､
それは､｢非物質性｣ とい う点で ｢デジタル財｣ という概念にも関係しているか
らだO｢デジタル財｣ とは､1とoとに還元できる "無形財'のことであるOその
結果 ｢デジタル財｣は､ 有`形財'すなわち ｢非デジタル財｣に対してエネルギ
ーや物質の消費が遥かに少なくて済むという特質を持つことになる｡何故ならば､
｢デジタル財｣の場合､"無形財'であるが故に ｢電子頭脳空間｣ を通じての生


























になる｡)その結果､｢ビジネス ･モデル ｣ においても ｢バーチャル｣化が進展す
る.かくして ｢バーチャル ･コーポレーション｣ が登場してくることになるO尤
も､やっかいなことにこの論点はさらに ｢市場｣の ｢バーチャル｣化にも繋がる｡
後述するように (第 2牽[注 10]参照)､電子取引市場において ｢市場運営型企業
取引｣が急速に台頭しつつあるが､そこで成立している ｢市場｣ とは完全な ｢電
脳空間市場｣である｡従って､｢市場運営型企業｣が行うビジネスは典型的な ｢バ




















































































(sources)から始まり供給者 (supplier)､製造者 (Manufacturers)､分配者 (Distributers)､
小売り (Retailers)そして顧客 (Customers)に至る一連の調達プロセスを､三つの ｢導管｣
すなわち ｢財の導管 (GoodsConduit)｣､｢情報の導管 (lnfbmationConduit)｣そして r資
金の導管 (Fund Conduit)｣という三つの ｢導管｣が貫通するというシステムから成り立

















サイクルを通じて形成された ｢ネットワーク･マニュファクチュアリング｣ は DSCM 上
の ｢ネットワーク･マネジメント｣下でのサブシステムと化していくのである｡従って､
｢マニュファクチュアリング｣ と情報ネットワークシステムの結合 ･融合関係もまた ｢ネ
ットワーク･マニュファクチュアリング｣だけではなく ｢ネットワーク･マネジメント｣









































を高めることでもある (注 13)｡すなわち､｢マニュファクチュアリング｣の ｢変容｣ で
ある｡さらにこうした市場構造の変化は生産システムのみならず研究開発のあり方にも及















































は､企業に対して､企業内ビジネス ･プロセスのスピー ドアップとオー トメーシ
ョンによって付加価値を増大させるだけではなく､三つの方法-すなわち､｢コ








(注5)この点は､後述する (第 2章[注 9】参照)米自動車業界における ｢開発 ･生産ネ
ット｣と ｢調達 ･販売ネット｣ との融合問題にも関わる｡














































































であったが (注 3)､その後それは､ L`ean Production"方式 (注4)として定義され､さ








































ング｣を導入するということは､DSCM を通じて ｢ネットワーク･マネジメント｣ を自
らの企業経営戦略として採用するということに否応なく繋がることになる｡つまり､｢ネ












ところで､彼らが自らの ｢開発 ･生産エクストラネット｣を ｢世界標準エクストラネッ
ト;ANX(AutomotiveNetworkexchange)｣(経lo)-と発展させることによって r開発












































ッセンプラーに因る分が 25%に対して､パーツ ･サプライヤーに因る分は 30%と既に逆
転しているが､今後 IT､環境など次世代技術が開花すればその逆転関係はさらに進むと





































(注7)｢イントラネット｣ の ｢エクストラネット｣-の移行は､同時に ｢イントラネッ
ト経営｣の ｢エクストラネット経営｣-の発展でもあったが､米企業の ｢改革｣
はこの ｢エクストラネット経営｣の出現によって本格化したのである (拙稿 ｢ネ
ットワーク･マネジメント｣論と新潟県集積企業の課題- 『重層的情報ネットワ
ークシステム』の提唱-｣[同上]p.17-19参照)｡









達額は年間700- 1,000'億 ドルに達するとされるが (日本経済新聞 1999年 11月4
日より)､両社はその大部分をネット調達に切り換えようとしている｡さらに注
目されるのはオンライン販売である｡アメリカでは新車購入の際のインターネッ





































を "ニュー ･マニュファクチュアリング"とみなすべきなのか､あるいはまた "
脱マ主ユフアクチュアリング"とみなすべきなのか､とりう点に絞られるであろ
う｡
(経 lo)野口 恒 ｢製造業がめざすバーチャル ･マニュファクチュアリング｣(ェコノミ

















exchange)を準備している (htD:/W .iecalS.iDdec.orjp/ecabst3/Ddu1-010･01.Dd鯵 照














ーケットサイ ト｣は ｢市場運営型企業｣である米コマース ･ワン社と提携し､フ
ォー ドの ｢オー トエクスチェンジ｣もまた同種の企業である米オラクル社と提携
し､それぞれインターネット活用型の取引を展開し始めていると伝えられる (日
本経済新聞 1999年 11月4日より)｡これに対して日本の自動車部品メーカーは
ANX に対応 して部品メーカが専用線を使って r共同ネットワーク｣として JNX
を構築しようとしていると伝えられるが (日本経済新聞 1999年 7月 13日より)､
それだけでは- ANX-の対応は可能だとしても-インターネットを使ったGM
やフォー ドの ｢調達 ･販売ネット｣に対して果たして有効に対応し得るのかどう
かには些か疑問が残されていると云えよう (日本経済新聞 1999年 12月 30日参
照)0
(注 11)例えば､まず米 GM､米フォー ド･モーター､独ダイムラー ･クライスラーの
三社間で部品調達ネットワークシステムの統合を計ろうとする動き-それは同時
に上記 (注 9)で述べた日本の部品メーカーによる JNXを根底から覆しかねない
が-がある (日本経済新聞2000年2月26日より｡なお三者は2000年秋にも世界
最大級の電子商取引市場 ｢COVISm ｣を始動させる予定である伝えられる[日本
経済新聞 ｢自動車部品 ･系列解体く上〉｣く2000年 7月28日〉)｡またGM､独vW
(フォルクス ･ワーゲン)-但し調達ネットに関しては VW は上記三者連合には
加わわらず独自ネットを構築するとのことである (日本経済新聞 2000年 4月 13
日より)-､ トヨタの三社間で CAD のソリッドシフト (三次元設計ソフト)の
共通化を通じて設計 ･開発の共通化を計ろうとする動きがある (読売新聞 200 一










･サプライヤー双方からなる 16社によるSCM が ｢ティアI｣(一次部品メーカ
ー)であるジョンソン･コントロール社の情報ネットワークシステムを通じて "
シームレスな SCM"っまり "一つのシステムとしての SCM"一同プロジェク ト
はそれを ｢MAP･SCMJと名付けている--と変身することによって ｢モジュー

















(注 15)例えば米デルフアイ ･オー トモティブ ･システム (DelphiOutomotiveSystems)
社による ｢総合安全システム｣(NIKKEIMECHAMCAL[2000年 5月号〕p.20-21
参照)や同じく米リア社の内装部品一式組み付け (日本経済新聞 ｢自動車部品 ･
系列解体く上〉｣200 年 7月28日参照)などはその典型である｡さらに今後､汀S
(hteligentTransponationSystem)が進展すれば､それもシステム ･統合化の動きを








(日本経済新聞2000年 6月6日)｡他方後者のシステム ･インテグレー タ化に関
しては､デルフアイ ･オー トモーティブ ･システムズ (米)､ロバー ト･ボッシ
ュ (独)､ビステオン･オー トモーティブ ･シ子テムズ (栄)､デンソー (日)な
どティアⅠの中の有力メーカーが既に ｢システム ･インテグレータ-｣として動











































ずむしろ ｢サービス会社｣-の転身を狙っている｡また GM は自社が新たに開発











れた ｢いす ｣ゞや富士重工業がそのいい例である｡いすゞはディーゼル ･エンジ
ンメーカー-の転身を図っており､富士重工業もまた四輪駆動車や水平対向エン



















(注 17)日本経済新聞 ｢自動車部品 ･系列解体く上〉｣2000年7月28日参照｡







(注 19)｢インテグレーション･カー｣としての ｢バーチャル ･カー｣のイメージについ
ては､NIKKEIMECHANICALl2000年 4月号]p.27及び同[2000年 5月号]p.28








































































に所属している企業だけで28社 (1999年 12月現在)であるが (注5)その殆どが中小規






その典型的な例として三条市のK社 (資本金 1億円､授業員数 555人)が挙げられるO
同社は､航空機 ･自動車から家電 ･情報機器に至るまでのあらゆる新製品のプラスチック
製晶に欠かせない射出成形 ･FRP用金型の専門メーカであり､世界最大級の金型加工設






















ク･システム｣(図 7参照)の形成をターゲットにして､製品設計段階から成形 ･加工 ･
組立 ･仕上げ ･試作に至る全製作過程の ｢ソリッド･システム｣(図 8参照)化に現在取
り組んでいるが (注 9)､その場合､｢金型製作ネットワーク･システム｣は一種の ｢集積
モジュール｣ とも呼ぶべき要素を色濃く持っており (注 10)､｢ソリッド･システム｣ も
またそれに対応した ｢モジュール ･ソフト｣という性格を帯びようとしていることが特徴



















われわれはまず ｢バーチャル ･カー｣ と LCA論との関係について整理しておく必要があ
ろうoLCA論との関連性抜きには､中越集積が持つ戦略的重要性を十分に理解すること
ができないと考えられるからである｡






























かくして日本の自動車業界は競って ｢LCA カー｣ コンセプ トを採用し始めるに至ってい
るのである (注 18)0
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ところで､｢バーチャル ･カー｣は rLCA カー｣でもある｡既に述べたよう笹､｢ネッ
･トワーク･マニュファクチュアリング｣ の下では､情報ネットワークシステムに支えられ
て開発 ･調達 ･生産 ･販売など殆ど全ての付加価値プロセスがネットワーク化する-従っ
てそのプロセスは付加価値連鎖のプロセスに転化する-が､同時に､その下ではパー少の
モジュール化 ･システム化によりパーツ･サプライヤーのインテグレート機能も増大する
ので､後者 (パーツのインテグレー ト機能)を前者 (付加価値プロセスのネットワーク化)
に結合させることができれば､パーツ･サプライヤーにおけるアセンブル機能が増幅され
る｡その結果､自動車産業においても ｢バーチャル ･カー｣の誕生が可能になるというこ
とは既に述べた通りやある｡ 他方､LCA はそもそも ｢ネットワーク･マニュファクチュ
アリング｣の中で中心的役割を担っているCALSとコンセプト上の共通性を有している｡
つまりLCAとCALSは融合し合えるのである｡従って ｢バーチャル ･カー｣と rLCAカ
ー｣は密接に関連し合っており､むしろ表裏の関係にあるとさえ云うべきである｡かくし
て､｢バーチャル ･カー｣は ｢LCA カー｣でもあるということになる｡しかも両者は単に
表裏の関係にあるだけではなく､相乗効果を発揮し合う関係でもあるということが重要だ｡
すなわち､｢LCA カー｣によって達成されるべき ｢軽量革命｣ を一層効果あらしめるため
には両者の相乗作用が必要であるが､前述したように LCA とCALSの融合性から観てそ
の可能性は十分に存在している｡その結果､｢LCA カー｣ を推進するためにも ｢バーチャ




要な ｢LCA カー ･ソフト｣は､情報ネットワークシステムにおけるインターフェースの


















｢集積モジュール｣にも結びつけ､両者の相乗作用 ･累積効果を通じて ｢軽量革命｣ にお
けるイニシアを発揮し得るという点で､極めて有利な立場にあると云える｡言い換えれば､
それは同集積のマグネシウム開発における戦略性とみなすこともできよう｡









ことを意味している｡ 既に述べたように､パーツ･サプライヤーにとって ｢バーチャル ･
カー｣ は新ビジネス･モデルすなわち ｢バーチュアル ･コーポレー ション｣ の可能性にも











を ｢集積モジュール｣･に結合させること､(二)｢LCA カー｣ ソフトを開発し､さらにそ
のための基盤をなすソフトウエア産業の育成及び人材養成を計ること､(ホ)以上の課題























































続サービス ｢アット･ニフティ ;@nity｣との提携による金型 ･同部品の中小企
業向け電子商取引市場の開設もその一つであろう｡ ミスミ(htp:/W .misumi.co.ip/
)は ｢オープン･ポリシイー｣の下で金型製作のコーディネー トを行っている企























トンであるが､その 86% は走行に因るとされる (真鍋 明 ｢マグネシウム合金の
自動車-の適用｣[く社〉軽金属学会 『第56回シンポジウム ;今､注目を集めるマ
グネシウム材料』く1999年 3月 19日〉]p.55- 56より)0
(注 15)真鍋 明 ｢同上｣p.56- 57より｡
(注 16)なお､軽量化と燃費向上の関係については､正確には車両重量と走行距離の両
面で観ておかなければならない.まず車両重量との関係では､重量 1,000kg～





































































































設計図 3NC FC NC機 金型部品 成形班
工程設定 2NC 鋼材 高速機 製品 抜型班







































500 1000 1500 2000
車 両 重 量 <kg>
(出所)松崎邦男 ｢マグネシウム合金の特性と製品開発の動向｣
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